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(57)【要約】
【課題】装置の小型化を図る。
【解決手段】第１の伝送部は、第１の信号を、固体を構
成要素として有する１つの伝送路である複合伝送路を介
して伝送する。第２の伝送部は、第１の信号とは発生の
仕方が異なる第２の信号を、複合伝送路を介して伝送す
る。本技術は、例えば、ミリ波と光による情報伝送を同
時に行う場合等に適用できる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の信号と、前記第１の信号とは発生の仕方が異なる第２の信号とを、固体を構成要
素として有する１つの伝送路を介して伝送する
　伝送方法。
【請求項２】
　前記第１の信号は、ミリ波であり、
　前記第２の信号は、光である
　請求項１に記載の伝送方法。
【請求項３】
　前記伝送路は、中空導波管、誘電体で囲まれたフィルム型光導波路、又は、光ファイバ
である
　請求項２に記載の伝送方法。
【請求項４】
　同一平面上に配置されている、平板形状の２つの基板どうしの間で、前記第１及び第２
の信号を、前記２つの基板に平行に配置された前記伝送路を介して伝送する
　請求項３に記載の伝送方法。
【請求項５】
　対向するように配置されている、平板形状の２つの基板どうしの間で、前記第１及び第
２の信号を、前記２つの基板に垂直に配置された前記伝送路を介して伝送する
　請求項３に記載の伝送方法。
【請求項６】
　第１の信号を、固体を構成要素として有する１つの伝送路を介して伝送する第１の伝送
部と、
　前記第１の信号とは発生の仕方が異なる第２の信号を、前記１つの伝送路を介して伝送
する第２の伝送部と、
　前記１つの伝送路と
　を備える伝送システム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本技術は、伝送方法、及び、伝送システムに関し、特に、例えば、装置の小型化を図る
こと等ができるようにする伝送方法、及び、伝送システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、ディジタルカメラでは、CMOS(Complementary Metal Oxide Semiconductor)イ
メージャやCCD(Charged Coupled Device)等の撮像素子での撮像により得られる電気信号
が、各種の信号処理を行う信号処理部で処理される。このため、ディジタルカメラでは、
電気信号が、撮像素子から信号処理部に伝送される。
【０００３】
　近年においては、多画素化、及び、高フレームレート化に対応するために、撮像素子か
ら信号処理部への電気信号の伝送に、高速伝送（転送）技術が用いられる。
【０００４】
　電気信号の高速伝送技術としては、例えば、LVDS(Low Voltage Differential Signalin
g)がある。
【０００５】
　LVDSでは、差動信号が伝送されるが、高精度の伝送（エラーの少ない伝送）を行うには
、終端において、インピーダンス整合をとる必要がある。
【０００６】
　しかしながら、低消費電力化の要請から、インピーダンス整合による消費電力を無視す
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ることができない状況になってきている。
【０００７】
　また、LVDSにおいて、同期が必要な複数の電気信号を伝送するには、配線における遅延
時間の差が十分小さくなるように、複数の電気信号が伝送される配線それぞれの長さを等
しくする等長配線を行う必要がある。
【０００８】
　このような、等長配線を行わなければならないという制約のために、基板（プリント基
板）（プリント配線板）の設計の困難さが増している。
【０００９】
　さらに、LVDSにおいて、より高速な伝送を行うためには、電気信号を伝送する配線の数
を増加する方法がある。
【００１０】
　しかしながら、LVDSにおいて、電気信号を伝送する配線の数を増加する場合には、基板
の複雑化や、基板どうしを接続するケーブルの配線の複雑化を招く。さらに、配線の数の
増加は、撮像素子、及び、信号処理部等のIC(Integrated Circuit)の端子の数の増加を招
き、コストが増大する原因となる。
【００１１】
　そこで、例えば、特許文献１では、ディジタルカメラにおいて、撮像素子を搭載する基
板と制御回路を搭載する基板との間の通信を、光等による無線通信で行う方法が提案され
ている。
【００１２】
　特許文献１に記載の方法によれば、基板どうしを接続するためのコネクタや、基板上に
設ける配線としての導体を少なくすることができるので、ディジタルカメラを小型に構成
することができる。
【００１３】
　ここで、光を伝送する伝送路については、例えば、特許得文献２に、光透過性クラッド
フィルムの上に光導波路コアを形成した複数の導波路フィルムが積層された積層型高分子
光導波路を低コストで製造する方法が提案されている。
【００１４】
　また、例えば、特許文献３では、電子機器内のICどうしや基板どうしの間で、ミリ波を
伝送する技術が提案されている。
【００１５】
　ミリ波や光による情報伝送では、広い帯域を利用することができるため、高レートでの
情報伝送が可能であり、配線の数の増加や、ICの端子数の増加、コネクタのコストの増大
を抑制することができる。
【００１６】
　なお、高レートでの情報伝送が可能な、例えば、ミリ波の信号処理を行う信号処理部に
は、高速な処理を行うことが要求されるので、信号処理部は、規模、コスト、及び、電力
の消費量が、比較的大の回路となる。
【００１７】
　したがって、ミリ波を、例えば、単なる機器の動作の開始と停止の制御等の、それほど
高レートでの情報伝送が必要ではない情報伝送のみに用いることは、規模及びコストが大
の信号処理部が必要となり、情報の伝送量に対する電力の消費量が大になる点で、有効で
はない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１８】
【特許文献１】特開2006-352418号公報
【特許文献２】特開2005-31185号公報
【特許文献３】特開2010-103982号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　ところで、例えば、ミリ波による情報伝送と、光による情報伝送とを併用する場合には
、伝送路として、自由空間（空気中を含む）を採用するときを除き、ミリ波を伝送する伝
送路と、光を伝送する伝送路とを、別個に設ける必要がある。
【００２０】
　しかしながら、ミリ波を伝送する伝送路と、光を伝送する伝送路とを、別個に設けるの
では、部品のコストや、組み立てに要するコストが増大し、また、装置の小型化を図るこ
とが困難となる。
【００２１】
　本技術は、このような状況に鑑みてなされたものであり、装置の小型化を図ること等が
できるようにするものである。
【課題を解決するための手段】
【００２２】
　本技術の一側面の伝送方法は、第１の信号と、前記第１の信号とは発生の仕方が異なる
第２の信号とを、１つの伝送路を介して伝送する伝送方法である。
【００２３】
　本技術の一側面の伝送システムは、第１の信号を、１つの伝送路を介して伝送する第１
の伝送部と、前記第１の信号とは発生の仕方が異なる第２の信号を、前記１つの伝送路を
介して伝送する第２の伝送部と、前記１つの伝送路とを備える伝送システムである。
【００２４】
　以上のような一側面においては、第１の信号が、１つの伝送路を介して伝送され、前記
第１の信号とは発生の仕方が異なる第２の信号も、前記１つの伝送路を介して伝送される
。
【発明の効果】
【００２５】
　本技術の一側面によれば、装置の小型化を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本技術を適用した伝送システムの一実施の形態の構成例を示すブロック図である
。
【図２】第１の伝送部１１及び１２、並びに、第２の伝送部２１及び２２の構成例を示す
ブロック図である。
【図３】複合伝送路１として、中空導波管を用いた伝送システムの構成例を示す斜視図、
及び、側面図である。
【図４】複合伝送路１として、中空導波管を用いた伝送システムの他の構成例を示す斜視
図、及び、側面図である。
【図５】複合伝送路１としての光ファイバの構成例を示す断面図である。
【図６】複合伝送路１としての、誘電体で囲まれたフィルム型光導波路の構成例を示す平
面図、及び、断面図である。
【図７】本技術を適用したディジタルカメラの一実施の形態の構成例を示すブロック図で
ある。
【図８】本技術を適用したディジタルカメラの他の一実施の形態の構成例を示すブロック
図である。
【図９】本技術を適用したインターフェースの一実施の形態の構成例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　［本技術を適用した伝送システムの一実施の形態］
【００２８】
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　図１は、本技術を適用した伝送システムの一実施の形態の構成例を示すブロック図であ
る。
【００２９】
　図１において、伝送システムは、複合伝送路１、第１の伝送部１１及び１２、並びに、
第２の伝送部２１及び２２を有する。
【００３０】
　複合伝送路１は、発生の仕方が異なる複数の信号を伝送することができる１つの伝送路
であり、発生の仕方が異なる複数の信号を誘導する構造を有する。
【００３１】
　さらに、複合伝送路１は、少なくとも固体を構成要素として含み、したがって、複合伝
送路１には、自由空間（空気その他の気体を含む）だけで構成される伝送路は、含まれな
い。
【００３２】
　図１では、発生の仕方が異なる複数の信号として、第１の信号と第２の信号との２つの
信号が、複合伝送路１を介して伝送される。
【００３３】
　第１の伝送部１１は、所定の発生の仕方で発生される第１の信号を、複合伝送路１を介
して伝送する。
【００３４】
　すなわち、第１の伝送部１１は、第１の信号を、複合伝送路１を介して送信し、また、
複合伝送路１を介して送信されてくる第１の信号を受信する。
【００３５】
　第１の伝送部１２は、第１の伝送部１１と同様に、第１の信号を、複合伝送路１を介し
て伝送する。
【００３６】
　第２の伝送部２１は、第１の信号とは異なる発生の仕方で発生される第２の信号を、複
合伝送路１を介して伝送する。
【００３７】
　すなわち、第２の伝送部２１は、第２の信号を、複合伝送路１を介して送信し、また、
複合伝送路１を介して送信されてくる第２の信号を受信する。
【００３８】
　第２の伝送部２２は、第２の伝送部２１と同様に、第１の信号を、複合伝送路１を介し
て伝送する。
【００３９】
　以上のように構成される伝送システムでは、例えば、第１の伝送部１１が、第１の信号
を、複合伝送路１を介して送信し、第１の伝送部１２が、第１の伝送部１１から、複合伝
送路１を介して送信されてくる第１の信号を受信する。
【００４０】
　さらに、例えば、第１の伝送部１２が、第１の信号を、複合伝送路１を介して送信し、
第１の伝送部１１が、第１の伝送部１２から、複合伝送路１を介して送信されてくる第１
の信号を受信する。
【００４１】
　また、例えば、第２の伝送部２１が、第２の信号を、複合伝送路１を介して送信し、第
２の伝送部２２が、第２の伝送部２１から、複合伝送路１を介して送信されてくる第２の
信号を受信する。
【００４２】
　さらに、例えば、第２の伝送部２２が、第２の信号を、複合伝送路１を介して送信し、
第２の伝送部２１が、第２の伝送部２２から、複合伝送路１を介して送信されてくる第２
の信号を受信する。
【００４３】
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　ここで、発生の仕方が異なる複数の信号としては、例えば、可視光や赤外線等の光、ミ
リ波等の電波、超音波等の音波その他の弾性波を採用することができる。
【００４４】
　光は、例えば、電子と正孔の再結合によって発生し、電波は、例えば、導体中の電流の
変化によって発生する。また、弾性波は、例えば、物体の振動によって発生する。
【００４５】
　したがって、光、電波、及び、弾性波は、互いに、発生の仕方が異なる信号である。
【００４６】
　例えば、第１及び第２の信号としては、光、及び、電波としてのミリ波を採用すること
ができる。
【００４７】
　第１及び第２の信号として、光、及び、電波としてのミリ波を採用する場合には、複合
伝送路１としては、例えば、金属製の中空導波管や、誘電体としての基板等のプラスティ
ク成型物等で囲まれたフィルム型光導波路、光ファイバ等を採用することができる。
【００４８】
　第１及び第２の信号として、光、及び、ミリ波を採用し、複合伝送路１として、中空導
波管を採用する場合には、光は、中空導波管の中空内の、光が届く範囲に伝送され、ミリ
波は、中空導波管の中空内を、所定の伝播（伝搬）モードで伝送される（伝播する）。
【００４９】
　第１及び第２の信号として、光、及び、ミリ波を採用し、複合伝送路１として、基板で
囲まれたフィルム型光導波路を採用する場合には、フィルム型光導波路において、光が伝
送され、フィルム型光導波路及びそのフィルム型光導波路を囲む基板において、ミリ波が
伝送される。
【００５０】
　第１及び第２の信号として、光、及び、ミリ波を採用し、複合伝送路１として、光ファ
イバを採用する場合には、光は、光ファイバを構成するコア内を反射しながら伝わってい
き、ミリ波は、光ファイバを構成するコア及びクラッドを伝わっていく。
【００５１】
　また、例えば、第１及び第２の信号としては、ミリ波、及び、弾性波としての超音波を
採用することができる。
【００５２】
　第１及び第２の信号として、ミリ波、及び、弾性波としての超音波を採用する場合には
、複合伝送路１としては、例えば、金属製の中空導波管や、基板等の誘電体等を採用する
ことができる。
【００５３】
　第１及び第２の信号として、ミリ波、及び、弾性波としての超音波を採用し、複合伝送
路１として、中空導波管を採用する場合には、ミリ波は、中空導波管の中空内を、所定の
伝播モードで伝わっていき、超音波は、中空導波管の中空内、及び、中空導波管を構成す
る金属を振動しながら伝わっていく。
【００５４】
　第１及び第２の信号として、ミリ波、及び、弾性波としての超音波を採用し、複合伝送
路１として、誘電体を採用する場合には、ミリ波は、誘電体を伝わっていき、超音波は、
誘電体を振動しながら伝わっていく。
【００５５】
　なお、第１の信号、又は、第２の信号としては、光や、電波、弾性波以外の、発生の仕
方が異なる信号を採用することができる。
【００５６】
　また、複合伝送路１では、第１及び第２の信号の２つの信号の他、発生の仕方が異なる
３つ以上の信号を伝送することができる。
【００５７】
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　ここで、ミリ波とは、周波数が30ないし300GHz程度、つまり、波長が、1ないし10mm程
度の信号であり、高周波数帯域の信号であることから、高レートでのデータ伝送が可能で
ある。電波としては、ミリ波の他、例えば、周波数がTHzオーダの信号等を採用すること
ができる。
【００５８】
　以上のように、図１の伝送システムでは、第１の信号としての、例えば、ミリ波と、第
１の信号とは発生の仕方が異なる第２の信号としての、例えば、光とを、１つの伝送路で
ある複合伝送路１を介して伝送するので、ミリ波を伝送する伝送路と、光を伝送する伝送
路とを、別個に設ける場合に比較して、伝送システムの小型化を図ることができる。
【００５９】
　また、ミリ波を伝送する伝送路と、光を伝送する伝送路とを、別個に設けることなく、
かつ、干渉や混信を生じることなく、ミリ波による情報伝送と、光による情報伝送との両
方を同時に行うことができ、より高レートでの情報伝送を行うことができる。
【００６０】
　さらに、図１の伝送システムを、２つの基板どうしの間のデータ伝送に採用する場合に
は、その２つの基板を、ケーブルで接続する場合に比較して、各基板に、ケーブルとの電
気的接点としてのコネクタを設けずに済むので、その電気的接点がない分だけ、データ伝
送の信頼性を向上させることができる。
【００６１】
　［第１の伝送部１１及び１２、並びに、第２の伝送部２１及び２２の構成例］
【００６２】
　図２は、第１の信号として、ミリ波を採用するとともに、第２の信号として、光を採用
する場合の、図１の第１の伝送部１１及び１２、並びに、第２の伝送部２１及び２２の構
成例を示すブロック図である。
【００６３】
　図２において、第１の伝送部１１は、送信処理部３１、受信処理部３２、及び、アンテ
ナ３３を有する。
【００６４】
　送信処理部３１は、図示せぬブロックから供給される、例えば、ベースバンドのデータ
に従って、キャリアとしてのミリ波を変調する処理、その他のミリ波の送信に必要な送信
処理を行い、その結果得られる変調信号としてのミリ波を、アンテナ３３に供給する。
【００６５】
　受信処理部３２は、複合伝送路１を介して、アンテナ３３で受信される変調信号として
のミリ波を復調する処理、その他のミリ波の受信に必要な受信処理を行い、その結果得ら
れる復調信号としてのベースバンドのデータを、図示せぬブロックに供給する。
【００６６】
　アンテナ３３は、送信処理部３１から供給される変調信号としてのミリ波を放射する。
アンテナ３３から放射されるミリ波は、複合伝送路１を介して送信される。
【００６７】
　また、アンテナ３３は、複合伝送路１を介して送信されてくるミリ波を受信し、受信処
理部３２に供給する。
【００６８】
　ここで、ミリ波の送信や受信を行うアンテナ３３としては、そのミリ波の波長λの1/2
の長さ程度のダイポールアンテナ、すなわち、例えば、1ないし2mm程度のボンディングワ
イヤを採用することができる。アンテナ３３としての、例えば、ダイポールアンテナでは
、共振が生じることにより、ミリ波が効率的に放射される。
【００６９】
　なお、光速を、300Mm/sとすると、例えば、60GHzのミリ波の波長は、300Mm/s÷60GHz＝
5mmである。
【００７０】
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　第１の伝送部１２は、送信処理部４１、受信処理部４２、及び、アンテナ４３を有する
。
【００７１】
　送信処理部４１ないしアンテナ４３は、送信処理部３１ないしアンテナ３３と、それぞ
れ同様に構成される。
【００７２】
　第２の伝送部２１は、送信処理部５１、発光部５２、受信処理部５３、及び、受光部５
４を有する。
【００７３】
　送信処理部５１は、図示せぬブロックから供給される、例えば、ベースバンドのデータ
のレベルを調整する処理、その他の必要な送信処理を行い、その結果得られる電気信号を
、発光部５２に供給する。
【００７４】
　発光部５２は、例えば、発光ダイオードやレーザダイオード等で構成され、送信処理部
５１からの電気信号に従って発光する。発光部５２が電気信号に従って発光することによ
り得られる、その電気信号に対応する光は、複合伝送路１を介して送信される。
【００７５】
　受信処理部５３は、受光部５４から供給される電気信号のレベルを調整する処理、その
他の必要な受信処理を行い、その結果得られるベースバンドのデータを、図示せぬブロッ
クに供給する。
【００７６】
　受光部５４は、例えば、フォトトランジスタやフォトダイオード等で構成される。受光
部５４は、複合伝送路１を介して送信されてくる光を受信（受光）し、その光に対応する
電気信号を出力する。受光部５４が出力する電気信号は、受信処理部５３に供給される。
【００７７】
　第２の伝送部２２は、送信処理部６１、発光部６２、受信処理部６３、及び、受光部６
４を有する。
【００７８】
　送信処理部６１ないし受光部６４は、送信処理部５１ないし受光部５４と、それぞれ同
様に構成される。
【００７９】
　以上のように構成される第１の伝送部１１及び１２、並びに、第２の伝送部２１及び２
２では、例えば、第１の伝送部１１において、送信処理部３１が、図示せぬブロックから
供給されるベースバンドのデータに従って、キャリアとしてのミリ波を変調し、その結果
得られるミリ波の変調信号を、アンテナ３３から、複合伝送路１を介して送信する。
【００８０】
　アンテナ３３から、複合伝送路１を介して送信されるミリ波の変調信号は、第１の伝送
部１２のアンテナ４４で受信され、受信処理部４２に供給される。
【００８１】
　受信処理部４２は、アンテナ４３からのミリ波の変調信号を復調し、その結果得られる
復調信号としてのベースバンドのデータを、図示せぬブロックに供給する。
【００８２】
　また、例えば、第１の伝送部１２において、送信処理部４１が、図示せぬブロックから
供給されるベースバンドのデータに従って、キャリアとしてのミリ波を変調し、その結果
得られるミリ波の変調信号を、アンテナ４３から、複合伝送路１を介して送信する。
【００８３】
　アンテナ４３から、複合伝送路１を介して送信されるミリ波の変調信号は、アンテナ３
３で受信され、受信処理部３２に供給される。
【００８４】
　受信処理部３２は、アンテナ３３からのミリ波の変調信号を復調し、その結果得られる
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復調信号としてのベースバンドのデータを、図示せぬブロックに供給する。
【００８５】
　一方、例えば、第２の伝送部２１では、送信処理部５１が、図示せぬブロックから供給
されるベースバンドのデータに送信処理を施し、その結果得られる電気信号を、発光部５
２に供給する。
【００８６】
　発光部５２は、送信処理部５１からの電気信号に従って発光する。
【００８７】
　発光部５２の発光によって得られる光は、複合伝送路１を介して送信され、第２の伝送
部２２の受光部６４で受光（受信）される。
【００８８】
　受光部６４は、複合伝送路１を介して受光した光を、対応する電気信号に変換し、受信
処理部６３に供給する。
【００８９】
　受信処理部６３は、受光部６４からの電気信号に、必要な受信処理を施し、その結果得
られるベースバンドのデータを、図示せぬブロックに供給する。
【００９０】
　また、例えば、第２の伝送部２２において、送信処理部６１が、図示せぬブロックから
供給されるベースバンドのデータに送信処理を施し、その結果得られる電気信号を、発光
部６２に供給する。
【００９１】
　発光部６２は、送信処理部５１からの電気信号に従って発光する。
【００９２】
　発光部６２の発光によって得られる光は、複合伝送路１を介して送信され、第２の伝送
部２１の受光部５４で受光される。
【００９３】
　受光部５４は、複合伝送路１を介して受光した光を、対応する電気信号に変換し、受信
処理部５３に供給する。
【００９４】
　受信処理部５３は、受光部５４からの電気信号に、必要な受信処理を施し、その結果得
られるベースバンドのデータを、図示せぬブロックに供給する。
【００９５】
　図２に示したように、第１の伝送部１１が、送信処理部３１及び受信処理部３２の両方
を有し、第１の伝送部１２が、送信処理部４１及び受信処理部４２の両方を有する場合に
は、ミリ波による情報伝送は、時分割多重や周波数分割多重等の技術を用いて、双方向で
行うことができる。
【００９６】
　同様に、第２の伝送部２１が、送信処理部５１ないし受光部５４のすべてを有し、第２
の伝送部２２が、送信処理部６１ないし受光部６４のすべてを有する場合には、光による
情報伝送は、双方向で行うことができる。
【００９７】
　光による情報伝送を、双方向で行う方法としては、赤外光を用いた一心双方向WDM(波長
分割方式)光トランシーバを用いる方法や、波長の異なる可視光を用いる方法、それらの
方法の組み合わせ等がある。
【００９８】
　ここで、可視光による情報伝送については、例えば、特開2007-81703号公報に記載され
ている。
【００９９】
　なお、ミリ波による情報伝送は、一方向だけについて行うことができる。
【０１００】
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　第１の伝送部１１から第１の伝送部１２への方向にのみ、情報伝送を行う場合には、第
１の伝送部１１は、受信処理部３２なしで構成することができ、第１の伝送部１２は、送
信処理部４１なしで構成することができる。
【０１０１】
　また、第１の伝送部１２から第１の伝送部１１への方向にのみ、情報伝送を行う場合に
は、第１の伝送部１１は、送信処理部３１なしで構成することができ、第１の伝送部１２
は、受信処理部４２なしで構成することができる。
【０１０２】
　同様に、光による情報伝送も、一方向だけについて行うことができる。
【０１０３】
　第２の伝送部２１から第２の伝送部２２への方向にのみ、情報伝送を行う場合には、第
２の伝送部２１は、受信処理部５３及び受光部５４なしで構成することができ、第２の伝
送部２２は、送信処理部６１及び発光部６２なしで構成することができる。
【０１０４】
　また、第２の伝送部２２から第２の伝送部２１への方向にのみ、情報伝送を行う場合に
は、第２の伝送部２１は、送信処理部５１及び発光部５２なしで構成することができ、第
２の伝送部２２は、受信処理部６３及び受光部６４なしで構成することができる。
【０１０５】
　［複合伝送路１として、中空導波管を用いた伝送システムの構成例］
【０１０６】
　図３は、複合伝送路１として、中空導波管を用いた伝送システムの構成例を示す斜視図
、及び、側面図である。
【０１０７】
　図３では、長方形の平板形状の２つの基板（プリント基板）７１及び７２が、同一平面
上に配置されている。
【０１０８】
　さらに、図３では、複合伝送路１として、金属製の、円筒形状の中空導波管が採用され
ており、その複合伝送路１としての中空導波管が、２つの基板７１及び７２（の部分が配
置される平面）に平行に配置されている。
【０１０９】
　基板７１においては、その一面である表面に、第１の伝送部１１の送信処理部３１とし
てのICとアンテナ３３が設けられており、他の一面である裏面に、第２の伝送部２１の受
光部５４が設けられている。
【０１１０】
　なお、図３において、基板７１には、その他、第１の伝送部１１の受信処理部３２、並
びに、第２の伝送部２１の送信処理部５１、発光部５２、及び、受信処理部５３等が設け
られているが、その図示は、省略してある。
【０１１１】
　基板７２においては、その一面である表面に、第１の伝送部１２の受信処理部４２とし
てのICとアンテナ４３が設けられており、他の一面である裏面に、第２の伝送部２２の発
光部６２が設けられている。
【０１１２】
　なお、図３において、基板７２には、その他、第１の伝送部１２の送信処理部４１、並
びに、第２の伝送部２２の送信処理部６１、受信処理部６３、及び、受光部６４等が設け
られているが、その図示は、省略してある。
【０１１３】
　また、図３において、複合伝送路１としての中空導波管は、基板７１上のアンテナ３３
及び受光部５４、並びに、基板７２上のアンテナ４３及び発光部６２に近接、又は、接触
するように、基板７１と７２との間に配置されている。
【０１１４】
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　以上のように構成される伝送システムでは、例えば、以下のようにして、ミリ波と光が
、１つの複合伝送路１を介して伝送されることにより、情報伝送が行われる。
【０１１５】
　すなわち、例えば、送信処理部３１が出力するミリ波が、アンテナ３３から放射される
。アンテナ３３から放射されたミリ波は、複合伝送路１としての中空導波管の中空内を伝
播（伝送）していき、アンテナ４３で受信される。アンテナ４３で受信されたミリ波は、
受信処理部４２に供給される。
【０１１６】
　また、例えば、発光部６２が発光する光が、複合伝送路１としての中空導波管の中空内
を介して、受光部５４で受光される。
【０１１７】
　図４は、複合伝送路１として、中空導波管を用いた伝送システムの他の構成例を示す斜
視図、及び、側面図である。
【０１１８】
　図４では、長方形の平板形状の２つの基板７１及び７２が、部分が配置される面を対向
させるように配置されている。
【０１１９】
　さらに、図４では、図３の同様に、複合伝送路１として、金属製の、円筒形状の中空導
波管が採用されている。そして、図４では、複合伝送路１としての中空導波管が、２つの
基板７１及び７２（の部分が配置される面）に垂直に配置されている。
【０１２０】
　基板７１においては、基板７２と対向している側の一面である表面に、第１の伝送部１
１の送信処理部３１としてのICとアンテナ３３が設けられているとともに、第２の伝送部
２１の受信処理部５３と受光部５４が設けられている。
【０１２１】
　なお、図４では、受光部５４は、フォトトランジスタで構成されている。
【０１２２】
　また、図４において、基板７１には、その他、第１の伝送部１１の受信処理部３２、並
びに、第２の伝送部２１の送信処理部５１及び発光部５２等が設けられているが、その図
示は、省略してある。
【０１２３】
　基板７２においては、基板７１と対応している側の一面である表面に、第１の伝送部１
２の受信処理部４２としてのICとアンテナ４３が設けられているとともに、第２の伝送部
２２の送信処理部６１及び発光部６２が設けられている。
【０１２４】
　なお、図４では、発光部６２は、発光ダイオードで構成されている。
【０１２５】
　また、図４において、基板７２には、その他、第１の伝送部１２の送信処理部４１、並
びに、第２の伝送部２２の受信処理部６３、及び、受光部６４等が設けられているが、そ
の図示は、省略してある。
【０１２６】
　さらに、図４において、複合伝送路１としての中空導波管は、基板７１上のアンテナ３
３及び受光部５４、並びに、基板７２上のアンテナ４３及び発光部６２に近接、又は、接
触するように、基板７１と７２との間に配置されている。
【０１２７】
　以上のように構成される伝送システムでは、例えば、送信処理部３１が出力するミリ波
が、アンテナ３３から放射される。アンテナ３３から放射されたミリ波は、複合伝送路１
としての中空導波管の中空内を伝播していき、アンテナ４３で受信される。アンテナ４３
で受信されたミリ波は、受信処理部４２に供給される。
【０１２８】
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　また、例えば、発光部６２が、送信処理部６１から供給される電気信号に従って発光す
る。発光部６２が発光する光は、複合伝送路１としての中空導波管の中空内を介して、受
光部５４で受光され、受光量に対応する電気信号が、受信処理部５３に供給される。
【０１２９】
　［複合伝送路１の他の例］
【０１３０】
　図５は、複合伝送路１としての光ファイバの構成例を示す断面図である。
【０１３１】
　上述したように、第１及び第２の信号として、光、及び、ミリ波を採用する場合には、
複合伝送路１としては、光ファイバを採用することができる。
【０１３２】
　図５において、光ファイバは、例えば、円柱状のケーブルであり、断面である円形の中
心部分には、コア９１が配置されており、コア９１の周囲には、クラッド９２が設けられ
ている。そして、クラッド９２を覆うように、１次シース９３及び２次シース９４が設け
られている。
【０１３３】
　コア９１は、例えば、PMMA(polymethylmethacrylate)（アクリル樹脂）で構成され、ク
ラッド９２は、例えば、ポリマー(polymer contain fluorine)で構成される。１次シース
９３及び２次シース９４は、例えば、PE(polyethylene)で構成される。
【０１３４】
　なお、PMMAの誘電率は、3.5ないし4.5程度であり、ポリマーの誘電率は、2.0程度であ
り、PEの誘電率は、2.3程度である。
【０１３５】
　複合伝送路１として、以上のような光ファイバを採用する場合、光は、誘電率、ひいて
は、屈折率が、クラッド９２よりも高いコア９１内を、反射しながら伝搬（伝播）してい
く。
【０１３６】
　ミリ波は、誘電率が高い部分に、電界を集中させて伝播していく。
【０１３７】
　したがって、複合伝送路１として、光ファイバを採用する場合には、ミリ波は、コア９
１の誘電率が、コア９１を囲むクラッド９２の誘電率よりも高いことを利用して、コア９
１に、電界を集中させて伝播させることができる。
【０１３８】
　但し、ミリ波を、ある媒質中を伝播させる場合、媒質の径を、その媒質中のミリ波の波
長λの1/2程度以上のサイズにする必要がある。例えば、ミリ波の周波数が60GHzで、媒質
の誘電率が3程度であるとすると、周波数が60GHzのミリ波の媒質中の波長λは3mm程度と
なるので、媒質の径としては、1.5mm程度が必要となる。
【０１３９】
　したがって、ミリ波を、コア９１に、電界を集中させて伝播させる場合には、コア９１
の径を1.5mm程度に構成する必要があるが、このように、コア９１の径を太くすると、光
の伝搬モードに影響し、その結果、光の伝送レートや伝送距離が影響を受ける（低下する
）。
【０１４０】
　そこで、コア９１ではなく、クラッド９２の径を、λ/2程度のサイズに太くし、クラッ
ド９２を囲む１次シース９３として、クラッド９２よりも誘電率の低い材料を採用し、ミ
リ波を、コア９１及びクラッド９２に、電界を集中させて伝播させることができる。クラ
ッド９２の径は、光の伝搬モードに影響しないので、光の伝送レートや伝送距離にも影響
しない。
【０１４１】
　なお、その他、ミリ波は、１次シース９３に、２次シース９４よりも、誘電率が高い材
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料を採用し、コア９１、クラッド９２、及び、１次シース９３に、電界を集中させて伝播
させることができる。
【０１４２】
　また、ミリ波は、２次シース９４に、空気よりも、誘電率が高い材料を採用し、コア９
１、クラッド９２、１次シース９３、及び、２次シース９３に、電界を集中させて伝播さ
せることができる。
【０１４３】
　なお、ミリ波は、所定の伝播モードで伝播する。ミリ波の伝播モードは、ミリ波が伝播
する伝送路の形状によって決まる境界条件の下で波動方程式（マクスウェルの方程式）を
解くことによって得られる、伝送路を伝播するミリ波の電磁界分布を表す。ミリ波が伝播
する伝播モードは、複合伝送路１の形状（構造）によって決まる。
【０１４４】
　ここで、複合伝送路１として、光ファイバを採用する場合、発光部５２及び６２は、そ
の発光部５２及び６２が発光する光が、コア９１に入射しやすいように、例えば、コア９
１に接触又は近接する位置に配置される。同様に、受光部５４及び６４も、コア９１から
出射する光を受光しやすいように、例えば、コア９１に接触又は近接する位置に配置され
る。
【０１４５】
　さらに、例えば、クラッド９２の径を、λ/2程度のサイズに太くするとともに、クラッ
ド９２を囲む１次シース９３として、クラッド９２よりも誘電率の低い材料を採用して、
ミリ波を、コア９１及びクラッド９２に、電界を集中させて伝播させる場合には、アンテ
ナ３３及び４３は、発光部５２及び６２が発光する光の、コア９１への入射、及び、受光
部５４及び６４による、コア９１から出射する光の受光を妨げないように、例えば、コア
９１の外縁部分に配置されたクラッド９２に接触又は近接する位置に配置される。
【０１４６】
　図６は、複合伝送路１としての、誘電体で囲まれたフィルム型光導波路の構成例を示す
平面図、及び、断面図である。
【０１４７】
　上述したように、第１及び第２の信号として、光、及び、ミリ波を採用する場合には、
複合伝送路１としては、誘電体で囲まれたフィルム型光導波路を採用することができる。
【０１４８】
　ここで、フィルム型光導波路については、例えば、http://www.hitachi-chem.co.jp/ja
panese/report/048/48_r3.pdf等に、その詳細が記載されている。
【０１４９】
　図６では、平板形状の基板８０に、所定の短い間隔で並ぶ、ビアホール８１の列（以下
、ビアホール列ともいう）が形成されている。
【０１５０】
　図６では、２本の直線状のビアホール列が、所定の間隔を空けて平行に設けられており
、このような２本の直線状のビアホール列の間の領域である誘電体導波路領域８２は、誘
電体導波路として機能する。
【０１５１】
　ここで、例えば、特開2010-103978号公報には、対向するように配置された２つの基板
の間に、その２つの基板を支持する棒状の誘電体導波路を配置し、２つの基板の間で、棒
状の誘電体導波路を介して、ミリ波を伝送することが記載されている。
【０１５２】
　図６において、基板８０の、誘電体導波路領域８２の内部には、棒状のフィルム型光導
波路８３が挟み込まれている。
【０１５３】
　基板８０の材料は、例えば、フッ素化ポリマー等の誘電体であり、したがって、フィル
ム型光導波路８３は、誘電体である基板８０の誘電体導波路領域８２に囲まれている。
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【０１５４】
　図６では、フィルム型光導波路８３と、そのフィルム型光導波路８３を囲む基板８０の
誘電体導波路領域８２の部分とが、複合伝送路１を構成している。
【０１５５】
　さらに、図６では、受光部５４が、棒状のフィルム型光導波路８３の一端の位置に、発
光部６２が、棒状のフィルム型光導波路８３の他端の位置に、それぞれ設けられている。
【０１５６】
　また、図６では、アンテナ３３が、フィルム型光導波路８３の一端側の、受光部５４の
上方の、誘電体導波路領域８２内の位置に、アンテナ４３が、フィルム型光導波路８３の
他端側の、発光部６２の上方の、誘電体導波路領域８２内の位置に、それぞれ設けられて
いる。
【０１５７】
　なお、図６において、フィルム型光導波路８３の一端側には、その他、第１の伝送部１
１の送信処理部３１及び受信処理部３２、並びに、第２の伝送部２１の送信処理部５１、
発光部５２、及び、受信処理部５３等が設けられているが、その図示は、省略してある。
【０１５８】
　また、図６において、フィルム型光導波路８３の他端側には、その他、第１の伝送部１
２の送信処理部４１及び受信処理部４２、並びに、第２の伝送部２２の送信処理部６１、
受信処理部６３、及び、受光部６４等が設けられているが、その図示は、省略してある。
【０１５９】
　さらに、図６において、フィルム型光導波路８３は、コアとしてのフィルムであるコア
フィルム８６を、クラッドとしてのフィルムであるクラッドフィルム８７で囲んだ、光フ
ァイバと同様の構成になっている。
【０１６０】
　図６では、発光部６２が発光する光は、フィルム型光導波路８３のコアフィルム８６内
を、反射しながら伝搬（伝播）していき、受光部５４で受光される。
【０１６１】
　また、図６では、アンテナ３３及び４３のうちの一方から送信されるミリ波は、フィル
ム型光導波路８３を含む誘電体導波路領域８２内に、電界を集中させて伝播し、アンテナ
３３及び４３の他方で受信される。
【０１６２】
　［本技術を適用したディジタルカメラの構成例］
【０１６３】
　図７は、本技術を適用したディジタルカメラとしての図２の伝送システムを適用したデ
ィジタルカメラの一実施の形態の構成例を示すブロック図である。
【０１６４】
　図７において、ディジタルカメラは、撮像素子１００、クロック発生部１１１、伝送シ
ステム１２０、マイクロコントローラ１３０、操作部１４１、記録媒体１４２、表示部１
４３、及び、出力I/F(interface)１４４を有する。
【０１６５】
　撮像素子１００は、画素群１０１、画素読み出し部１０２、画素駆動部１０３、及び、
撮像素子制御部１０４を有し、画像を撮像して、対応する画素信号を出力する。
【０１６６】
　すなわち、画素群１０１は、入射する光を受光して、その受光量に応じた電気信号を発
生する受光素子である画素の集合であり、画素駆動部１０３によって駆動される。
【０１６７】
　画素読み出し部１０２は、撮像素子制御部１０４の制御に従って、画素群１０１から、
各画素で発生された電気信号である画素信号を読み出し、伝送システム１２０の、後述す
るミリ波伝送部１２４に供給する。
【０１６８】
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　画素駆動部１０３は、撮像素子制御部１０４の制御に従って、画素群１０１を駆動する
。
【０１６９】
　撮像素子制御部１０４は、クロック発生部１１１から供給されるクロックに従って動作
し、伝送システム１２０の、後述する光伝送部１２２からの制御情報に従って、画素読み
出し部１０２、及び、画素駆動部１０３を制御する。
【０１７０】
　また、撮像素子制御部１０４は、自身の状態を表す状態情報を、伝送システム１２０の
光伝送部１２２に供給する。
【０１７１】
　クロック発生部１１１は、伝送システム１２０の光伝送部１２２からの制御情報に従っ
て、撮像素子１００の制御に必要なクロックを発生し、撮像素子制御部１０４に供給する
。
【０１７２】
　また、クロック発生部１１１は、自身の状態を表す状態情報を、伝送システム１２０の
光伝送部１２２に供給する。
【０１７３】
　伝送システム１２０は、複合伝送路１２１、光伝送部１２２及び１２３、並びに、ミリ
波伝送部１２４及び１２５を有し、図２の伝送システムと同様に構成され、光による情報
伝送と、ミリ波による情報伝送とを、１つの複合伝送路１２１を介して行う。
【０１７４】
　すなわち、複合伝送路１２１は、図２の複合伝送路１と同様に構成される。
【０１７５】
　光伝送部１２２は、図２の第２の伝送部２１と同様に構成される。
【０１７６】
　そして、光伝送部１２２は、複合伝送路１２１を介して、光によって送信されてくる制
御情報を受信し、撮像素子制御部１０４や、クロック発生部１１１に供給する。
【０１７７】
　また、光伝送部１２２は、撮像素子制御部１０４や、クロック発生部１１１から供給さ
れる状態情報を、複合伝送路１２１を介して、光によって送信する。
【０１７８】
　光伝送部１２３は、図２の第２の伝送部２２と同様に構成される。
【０１７９】
　そして、光伝送部１２３は、複合伝送路１２１を介して、光によって送信されてくる状
態情報を受信し、マイクロコントローラ１３０に供給する。
【０１８０】
　また、光伝送部１２３は、マイクロコントローラ１３０から供給される制御情報を、複
合伝送路１２１を介して、光によって送信する。
【０１８１】
　ミリ波伝送部１２４は、図２の第１の伝送部１１と同様に構成され、画素読み出し部１
０２から供給される画素信号を、複合伝送路１２１を介して、ミリ波によって送信する。
【０１８２】
　ミリ波伝送部１２５は、図２の第１の伝送部１２と同様に構成され、複合伝送路１２１
を介して、ミリ波によって送信されてくる画素信号を受信し、マイクロコントローラ１３
０の、後述する信号処理部１３１に供給する。
【０１８３】
　なお、図７の実施の形態では、ミリ波伝送部１２４及び１２５によるミリ波の伝送につ
いては、ミリ波伝送部１２４からミリ波伝送部１２５への方向に、ミリ波が送信されるだ
けで、ミリ波伝送部１２５からミリ波伝送部１２４への方向には、ミリ波は送信されない
。このため、ミリ波伝送部１２４は、図２の受信処理部３２に対応するブロックを設けず
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に構成することができ、ミリ波伝送部１２４は、図２の送信処理部４１に対応するブロッ
クを設けずに構成することができる。
【０１８４】
　マイクロコントローラ１３０は、例えば、DSP(Digital Signal Processor)等で構成さ
れ、ディジタルカメラを構成する各ブロックを制御する。
【０１８５】
　すなわち、例えば、マイクロコントローラ１３０は、操作部１４１の操作や、光伝送部
１２３から供給される状態情報に基づいて、撮像素子制御部１０４や、クロック発生部１
１１を制御する制御情報を生成し、光伝送部１２３に供給する。
【０１８６】
　また、マイクロコントローラ１３０は、信号処理部１３１を内蔵する。
【０１８７】
　信号処理部１３１は、ミリ波伝送部１２５から供給される画素信号に、所定の色処理等
の必要な信号処理を施し、１画面（１フレーム等）の画素信号である画像信号を、記録媒
体１４２や、表示部１４３、出力I/F１４４に供給する。
【０１８８】
　操作部１４１は、例えば、物理的なボタンや、タッチパネルに表示された仮想的なボタ
ン等であり、ユーザによって操作され、その操作に応じた操作信号を、マイクロコントロ
ーラ１３０に供給する。
【０１８９】
　記録媒体１４２は、例えば、メモリカードやハードディスク等であり、記録媒体１４２
には、信号処理部１３１から供給される画像信号が記録（記憶）される。
【０１９０】
　表示部１４３は、液晶ディスプレイや有機EL(Electro Luminescence)ディスプレイであ
り、信号処理部１３１から供給される画像信号に対応する画像を表示する。
【０１９１】
　出力I/F１４４は、例えば、テレビジョン受像機やプロジェクタ等の画像を扱う外部機
器に標準的に搭載されたHDMI（登録商標）(High-Definition Multimedia Interface)等の
画像インターフェースであり、信号処理部１３１から供給される画像信号を、外部機器に
出力する。
【０１９２】
　以上のように構成されるディジタルカメラでは、光伝送部１２２が、撮像素子制御部１
０４や、クロック発生部１１１から供給される状態情報を、複合伝送路１２１を介し、光
によって送信し、光伝送部１２３が、その光によって送信されてくる状態情報を受信して
、マイクロコントローラ１３０に供給する。
【０１９３】
　マイクロコントローラ１３０は、操作部１４１の操作や、光伝送部１２３から供給され
る状態情報に基づいて、制御情報を生成し、光伝送部１２３に供給する。
【０１９４】
　光伝送部１２３は、マイクロコントローラ１３０からの制御情報を、複合伝送路１２１
を介し、光によって送信し、光伝送部１２２は、その光によって送信されてくる状態情報
を受信して、クロック発生部１１１や撮像素子制御部１０４に供給する。
【０１９５】
　クロック発生部１１１は、光伝送部１２２からの制御情報に従って、クロックを発生し
、撮像素子制御部１０４に供給する。
【０１９６】
　撮像素子制御部１０４は、クロック発生部１１１からのクロック、及び、光伝送部１２
２からの制御情報に従って、画素読み出し部１０２、及び、画素駆動部１０３を制御する
。
【０１９７】
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　画素駆動部１０３は、撮像素子制御部１０４の制御に従って、画素群１０１を駆動し、
これにより、画素群１０１では、そこに入射する光が電気信号である画素信号に変換され
る。
【０１９８】
　画素読み出し部１０２は、撮像素子制御部１０４の制御に従って、画素群１０１から画
素信号を読み出し、ミリ波伝送部１２４に供給する。
【０１９９】
　ミリ波伝送部１２４は、画素読み出し部１０２からの画素信号を、複合伝送路１２１を
介して、ミリ波によって送信し、ミリ波伝送部１２５は、そのミリ波によって送信されて
くる画素信号を受信して、信号処理部１３１に供給する。
【０２００】
　信号処理部１３１は、ミリ波伝送部１２５からの画素信号に必要な信号処理を施し、そ
の結果得られる画像信号を、記録媒体１４２や、表示部１４３、出力I/F１４４に供給す
る。
【０２０１】
　図８は、本技術を適用したディジタルカメラとしての図２の伝送システムを適用したデ
ィジタルカメラの他の一実施の形態の構成例を示すブロック図である。
【０２０２】
　図８において、ディジタルカメラは、多眼カメラの１種である、例えば、3D(dimension
)画像を撮像する3Dカメラであり、カメラ２１０及び２２０、伝送システム２３０及び２
４０、マイクロコントローラ２５０、操作部２６１、記録媒体２６２、表示部２６３、及
び、出力I/F２６４を有する。
【０２０３】
　カメラ２１０は、撮像部２１１、及び、信号処理部２１２を有する。
【０２０４】
　撮像部２１１は、図７の撮像素子１００、及び、クロック発生部１１１と同様に構成さ
れ、信号処理部２１２から供給される制御情報に従って、画像を撮像し、対応する画素信
号を、信号処理部２１２に出力する。
【０２０５】
　また、撮像部２１１は、状態情報を、信号処理部２１２に供給する。
【０２０６】
　信号処理部２１２は、撮像部２１１から供給される画素信号に、所定の色処理等の必要
な信号処理を施し、その結果得られる、１画面（１フレーム等）の画素信号である画像信
号を、伝送システム２３０に供給する。
【０２０７】
　また、信号処理部２１２は、伝送システム２３０から供給される制御情報を、撮像部２
１１に供給するとともに、撮像部２１１から供給される状態情報を、伝送システム２３０
に供給する。
【０２０８】
　カメラ２２０は、撮像部２２１、及び、信号処理部２２２を有する。
【０２０９】
　撮像部２２１、及び、信号処理部２２２は、撮像部２１１、及び、信号処理部２１２と
それぞれ同様に構成される。
【０２１０】
　伝送システム２３０は、図７の伝送システム１２０と同様に構成される。
【０２１１】
　すなわち、伝送システム２３０は、複合伝送路２３１、光伝送部２３２及び２３３、並
びに、ミリ波伝送部２３４及び２３５を有し、光による情報伝送と、ミリ波による情報伝
送とを、１つの複合伝送路２３１を介して行う。
【０２１２】
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　複合伝送路２３１ないしミリ波伝送部２３５は、図７の複合伝送路１２１ないしミリ波
伝送部１２５とそれぞれ同様に構成される。
【０２１３】
　そして、伝送システム２３０において、光伝送部２３２は、複合伝送路２３１を介して
、光によって送信されてくる制御情報を受信し、信号処理部２１２に供給する。
【０２１４】
　また、光伝送部２３２は、信号処理部２１２から供給される状態情報を、複合伝送路２
３１を介して、光によって送信する。
【０２１５】
　光伝送部２３３は、複合伝送路２３１を介して、光によって送信されてくる状態情報を
受信し、マイクロコントローラ２５０に供給する。
【０２１６】
　また、光伝送部２３３は、マイクロコントローラ２５０から供給される制御情報を、複
合伝送路２３１を介して、光によって送信する。
【０２１７】
　ミリ波伝送部２３４は、信号処理部２１２から供給される画素信号を、複合伝送路２３
１を介して、ミリ波によって送信する。
【０２１８】
　ミリ波伝送部２３５は、複合伝送路２３１を介して、ミリ波によって送信されてくる画
素信号を受信し、マイクロコントローラ２５０に供給する。
【０２１９】
　伝送システム２４０は、伝送システム２３０の複合伝送路２３１ないしミリ波伝送部２
３５とそれぞれ同様に構成される複合伝送路２４１、光伝送部２４２及び２４３、並びに
、ミリ波伝送部２４４及び２４５を有し、伝送システム２３０と同様に、光による情報伝
送と、ミリ波による情報伝送とを、１つの複合伝送路２４１を介して行う。
【０２２０】
　したがって、伝送システム２４０では、信号処理部２２２から供給される状態情報が、
光によって、マイクロコントローラ２５０に伝送される。また、伝送システム２４０では
、マイクロコントローラ２５０から供給される制御情報が、光によって、信号処理部２２
２に伝送される。さらに、伝送システム２４０では、信号処理部２２２から供給される画
像信号が、ミリ波によって、マイクロコントローラ２５０に伝送される。
【０２２１】
　マイクロコントローラ２５０は、ディジタルカメラを構成する各ブロックを制御する。
【０２２２】
　すなわち、例えば、マイクロコントローラ２５０は、操作部２６１の操作や、光伝送部
２３３から供給される状態情報に基づいて、撮像部２１１を制御する制御情報を生成し、
光伝送部２３３に供給する。
【０２２３】
　さらに、マイクロコントローラ２５０は、操作部２６１の操作や、光伝送部２４３から
供給される状態情報に基づいて、撮像部２２１を制御する制御情報を生成し、光伝送部２
４３に供給する。
【０２２４】
　また、マイクロコントローラ２５０は、信号処理部２５１を内蔵する。
【０２２５】
　信号処理部２５１は、ミリ波伝送部２３５からマイクロコントローラ２５０に供給され
る画像信号と、ミリ波伝送部２４５からマイクロコントローラ２５０に供給される画像信
号とから、3D画像の画像信号を生成し、記録媒体２６２や、表示部２６３、出力I/F２６
４に供給する。
【０２２６】
　操作部２６１は、例えば、物理的なボタンや、タッチパネルに表示された仮想的なボタ
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ン等であり、ユーザによって操作され、その操作に応じた操作信号を、マイクロコントロ
ーラ２５０に供給する。
【０２２７】
　記録媒体２６２は、例えば、メモリカードやハードディスク等であり、記録媒体２６２
には、信号処理部２６２から供給される画像信号が記録される。
【０２２８】
　表示部２６３は、液晶ディスプレイや有機ELディスプレイであり、信号処理部２６２か
ら供給される画像信号に対応する画像を表示する。
【０２２９】
　出力I/F２６４は、例えば、HDMI（登録商標）等の画像インターフェースであり、信号
処理部２１２から供給される画像信号を、対応するインターフェースを有する外部機器に
出力する。
【０２３０】
　以上のように構成される3Dカメラでは、光伝送部２３２が、信号処理部２１２から供給
される状態情報を、複合伝送路２３１を介し、光によって送信し、光伝送部２３３が、そ
の光によって送信されてくる状態情報を受信して、マイクロコントローラ２５０に供給す
る。
【０２３１】
　同様に、光伝送部２４２が、信号処理部２２２から供給される状態情報を、複合伝送路
２４１を介し、光によって送信し、光伝送部２４３が、その光によって送信されてくる状
態情報を受信して、マイクロコントローラ２５０に供給する。
【０２３２】
　マイクロコントローラ２５０は、操作部２６１の操作や、光伝送部２３３から供給され
る状態情報に基づいて、制御情報を生成し、光伝送部２３３に供給する。
【０２３３】
　光伝送部２３３は、マイクロコントローラ２５０からの制御情報を、複合伝送路２３１
を介し、光によって送信し、光伝送部２３２は、その光によって送信されてくる制御情報
を受信して、信号処理部２１２を介し、撮像部２１１に供給する。
【０２３４】
　さらに、マイクロコントローラ２５０は、操作部２６１の操作や、光伝送部２４３から
供給される状態情報に基づいて、制御情報を生成し、光伝送部２４３に供給する。
【０２３５】
　光伝送部２４３は、マイクロコントローラ２５０からの制御情報を、複合伝送路２４１
を介し、光によって送信し、光伝送部２４２は、その光によって送信されてくる制御情報
を受信して、信号処理部２２２を介し、撮像部２２１に供給する。
【０２３６】
　撮像部２１１では、信号処理部２１２を介して供給される制御情報に従って、画像が撮
像され、その結果得られる画素信号が、信号処理部２１２に供給される。
【０２３７】
　同様に、撮像部２２１では、信号処理部２２２を介して供給される制御情報に従って、
画像が撮像され、その結果得られる画素信号が、信号処理部２２２に供給される。
【０２３８】
　信号処理部２１２は、撮像部２１１からの画素信号に必要な信号処理を施し、その結果
得られる画像信号を、ミリ波伝送部２３４に供給する。
【０２３９】
　同様に、信号処理部２２２は、撮像部２２１からの画素信号に必要な信号処理を施し、
その結果得られる画像信号を、ミリ波伝送部２４４に供給する。
【０２４０】
　ミリ波伝送部２３４は、信号処理部２１２からの画像信号を、複合伝送路２３１を介し
て、ミリ波によって送信し、ミリ波伝送部２３５は、そのミリ波によって送信されてくる
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画像信号を受信して、信号処理部２５１に供給する。
【０２４１】
　同様に、ミリ波伝送部２４４は、信号処理部２２２からの画像信号を、複合伝送路２４
１を介して、ミリ波によって送信し、ミリ波伝送部２４５は、そのミリ波によって送信さ
れてくる画像信号を受信して、信号処理部２５１に供給する。
【０２４２】
　信号処理部２５１は、ミリ波伝送部２３５からの画像信号と、ミリ波伝送部２４５から
の画像信号とから、3D画像の画像信号を生成し、記録媒体２６２や、表示部２６３、出力
I/F２６４に供給する。
【０２４３】
　［本技術を適用したインターフェースの構成例］
【０２４４】
　図９は、本技術を適用したインターフェースとしての図２の伝送システムを適用したイ
ンターフェースの一実施の形態の構成例を示す図である。
【０２４５】
　すなわち、図９は、本技術を適用したインターフェースとしての、例えば、HDMI（登録
商標）ケーブルの構成例を示している。
【０２４６】
　HDMI（登録商標）ケーブルは、HDMI(登録商標）のインターフェースを有する機器であ
るHDMI（登録商標）機器３０１と３０２とを接続するケーブルである。
【０２４７】
　なお、図９において、HDMI（登録商標）機器３０１及び３０２のうちの一方が、HDMI（
登録商標）のソース機器で、他方が、HDMI（登録商標）のシンク機器である。例えば、画
像を出力（送信）するレコーダ等が、ソース機器とされ、画像を受信するテレビジョン受
像機等が、シンク機器とされる。
【０２４８】
　図９において、HDMI（登録商標）ケーブルは、HDMI（登録商標）コネクタ３１１及び３
１２、並びに、伝送システム３２０から構成される。
【０２４９】
　HDMI（登録商標）コネクタ３１１及び３１２は、HDMI（登録商標）に準拠したコネクタ
であり、HDMI（登録商標）コネクタ３１１は、ソース機器であるHDMI（登録商標）機器３
０１に、HDMI（登録商標）コネクタ３１２は、シンク機器であるHDMI（登録商標）機器３
０２に、それぞれ接続される。
【０２５０】
　伝送システム３２０は、図７の伝送システム１２０と同様に構成される。
【０２５１】
　すなわち、伝送システム３２０は、複合伝送路３２１、光伝送部３２２及び３２３、並
びに、ミリ波伝送部３２４及び３２５を有し、光による情報伝送と、ミリ波による情報伝
送とを、１つの複合伝送路３２１を介して行う。
【０２５２】
　ここで、HDMI（登録商標）では、主として、ベースバンドの画像信号を伝送するための
、数Gbps程度のTMDS(Transition Minimized Differential Signaling)信号と、HDMI機器
が対応している画像フォーマットの情報交換や、HDCP(High-bandwidth Digital Content 
Protection)認証情報を伝送するための100kbpsのI2C信号である制御信号が伝送される。
【０２５３】
　以上のように、HDMI（登録商標）では、高レートのTMDS信号と、低レートの制御信号が
伝送される。
【０２５４】
　伝送システム３２０では、ミリ波、及び、光のうちの一方である、例えば、ミリ波によ
って、高レートのTMDS信号が伝送され、ミリ波、及び、光のうちの他方である、例えば、
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光によって、低レートの制御信号が伝送される。
【０２５５】
　すなわち、伝送システム３２０において、複合伝送路３２１ないしミリ波伝送部３２５
は、図７の複合伝送路１２１ないしミリ波伝送部１２５とそれぞれ同様に構成される。
【０２５６】
　光伝送部３２２は、複合伝送路３２１を介して、光によって送信されてくる制御信号を
受信し、HDMI（登録商標）コネクタ３１１に供給する。
【０２５７】
　また、光伝送部３２２は、HDMI（登録商標）コネクタ３１１から供給される制御信号を
、複合伝送路３２１を介して、光によって送信する。
【０２５８】
　光伝送部３２３は、複合伝送路３２１を介して、光によって送信されてくる制御信号を
受信し、HDMI（登録商標）コネクタ３１２に供給する。
【０２５９】
　また、光伝送部３２３は、HDMI（登録商標）コネクタ３１２から供給される制御信号を
、複合伝送路３２１を介して、光によって送信する。
【０２６０】
　ミリ波伝送部３２４は、ソース機器に接続されるHDMI（登録商標）コネクタ３１１から
供給される画像信号を、複合伝送路３２１を介して、ミリ波によって送信する。
【０２６１】
　ミリ波伝送部３２５は、複合伝送路３２１を介して、ミリ波によって送信されてくる画
像信号を受信し、シンク機器に接続されるHDMI（登録商標）コネクタ３１２に供給する。
【０２６２】
　以上のように、図９のHDMI（登録商標）ケーブルでは、ミリ波によって、高レートのTM
DS信号が、HDMI（登録商標）コネクタ３１１側からHDMI（登録商標）コネクタ３１２側の
方向に送信される。
【０２６３】
　さらに、図９のHDMI（登録商標）ケーブルでは、光によって、低レートの制御信号が、
HDMI（登録商標）コネクタ３１１側からHDMI（登録商標）コネクタ３１２側の方向と、HD
MI（登録商標）コネクタ３１２側からHDMI（登録商標）コネクタ３１１側の方向との両方
向に送信される。
【０２６４】
　以上、本技術を適用した図２の伝送システム（以下、ミリ波／光複合伝送システムとも
いう）を、ディジタルカメラやインターフェースに適用した場合について説明したが、ミ
リ波／光複合伝送システムは、その他、各種の情報伝送を行う装置に適用可能である。
【０２６５】
　すなわち、ミリ波／光複合伝送システムは、例えば、送信側から受信側に、ミリ波によ
る情報伝送を行う情報伝送システムに適用することができる。かかる情報伝送システムで
は、情報伝送が必要ない場合には、受信側の回路を停止状態にすることが、低消費電力の
観点からは望ましい。
【０２６６】
　この場合、情報伝送システムにおいて、送信側から受信側へのミリ波による情報伝送が
終了したときには、受信側の回路は、動作状態から停止状態になる必要がある。さらに、
送信側から受信側へのミリ波による情報伝送が開始されたときには、受信側の回路は、速
やかに、停止状態から動作状態になって、ミリ波によって送信されてくる情報の受信を開
始する必要がある。
【０２６７】
　ミリ波による情報伝送が終了したときには、受信側の回路を、動作状態から停止状態に
し、ミリ波による情報伝送が開始されたときに、受信側の回路を、停止状態から動作状態
にする状態制御の方法としては、例えば、受信側において、ミリ波の検出回路を間欠的に
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動作させることで、送信側からのミリ波の送信を監視し、ミリ波が検出されなくなったと
きに、受信側の回路を、動作状態から停止状態に遷移させ、ミリ波が検出されたときに、
受信側の回路を、停止状態から動作状態に遷移させる方法があるが、この場合、ミリ波の
検出回路が必要となる。
【０２６８】
　ミリ波／光複合伝送システムは、ミリ波による情報伝送の他、状態制御にも利用するこ
とができる。
【０２６９】
　ミリ波／光複合伝送システムによれば、ミリ波によって情報伝送を行い、光によって、
状態制御を行うことができる。
【０２７０】
　ミリ波／光複合伝送システムを、状態制御に利用する場合には、受信側の回路を、動作
状態及び停止状態の一方から他方に遷移させる状態制御を、光によって行うことができる
ので、ミリ波の検出回路は、不要となる。
【０２７１】
　なお、ミリ波／光複合伝送システムは、その他、例えば、２つの基板どうしの間のデー
タ伝送に採用することができる。この場合、２つの基板を、コネクタが設けられているケ
ーブルで接続する場合に比較して、各基板に、ケーブルとの電気的接点としてのコネクタ
を設けずに済み、かつ、ケーブルが不要となるので、コストダウンを図ることができる。
【０２７２】
　さらに、基板側に設けられるコネクタと、基板どうしを接続するケーブルとの間の電気
的接点がないので、その電気的接点がない分だけ、データ伝送の信頼性を向上させること
ができる。
【０２７３】
　また、ミリ波／光複合伝送システムによれば、LVDSで生じる、インピーダンス整合によ
る消費電力が生じないので、消費電力を削減することができる。
【０２７４】
　さらに、ミリ波／光複合伝送システムでは、LVDSで必要なインピーダンス整合や等長配
線等が不要で得あるため、そのインピーダンス整合や等長配線等に要していた基板の設計
時間を短縮することができる。
【０２７５】
　また、ミリ波／光複合伝送システムでは、１つの伝送路である複合伝送路１（図２）を
介して、ミリ波と光が伝送されるので、ミリ波を伝送する伝送路と、光を伝送する伝送路
とを、別個に設ける場合に比較して、電気的な接続に使用されるコネクタや配線材料等の
装置の部品の点数を削減することができる。その結果、コストの削減や、組立時間の短縮
、機器の小型化を図ることができる。
【０２７６】
　さらに、図７のディジタルカメラにおいて、撮像素子１００とマイクロコントローラ１
３０とを、ミリ波／光複合伝送システムである伝送システム１２０ではなく、電気的な配
線で接続する場合には、例えば、シリアル通信に用いる配線が4本、リセットパルスを伝
送する配線が1本、LVDSによって画素信号を伝送する配線が20本（10ペア）、及び、LVDS
のクロックを伝送する配線が2本（1ペア）の、合計で、20本を超える配線が必要となるが
、ミリ波／光複合伝送システムによれば、そのような20本を超える配線が不要となる。
【０２７７】
　したがって、ミリ波／光複合伝送システムによれば、制御信号や画素信号を伝送する電
気的な配線の数、面積、その配線に要する設計時間を小にすることができる。
【０２７８】
　また、図８の3Dカメラにおいて、カメラ２１０と、マイクロコントローラ２５０とを、
ミリ波／光複合伝送システムである伝送システム２３０ではなく、例えば、LVDS等の電気
的な配線で接続する場合には、カメラ２１０から、マイクロコントローラ２５０に、数Gb



(23) JP 2013-162149 A 2013.8.19

10

20

30

40

50

ps程度のレートの画像信号を伝送するための、インピーダンスコントロールされた配線と
、カメラ２１０とマイクロコントローラ２５０との間で、制御情報を伝送するための配線
とが、それぞれ複数本必要となるが、ミリ波／光複合伝送システムによれば、そのような
配線が不要となる。
【０２７９】
　カメラ２２０と、マイクロコントローラ２５０との接続についても、同様である。
【０２８０】
　また、図８において、カメラ２１０は（カメラ２２０についても同様）、１つのミリ波
／光複合伝送システムである伝送システム２３０だけで、マイクロコントローラ２５０と
接続することができ、したがって、カメラが増加しても、そのカメラとマイクロコントロ
ーラ２５０とを容易に接続することができる。
【０２８１】
　すなわち、図８では、マイクロコントローラ２５０に、カメラ２１０及び２２０の２台
のカメラが接続されているが、マイクロコントローラ２５０には、３台以上のカメラを接
続し、マイクロコントローラ２５０において、３台以上のカメラの画像から、多視点の画
像を生成することができる。
【０２８２】
　この場合、マイクロコントローラ２５０と、３台以上のカメラのそれぞれとは、上述の
ような複数の配線をすることなく、カメラごとに１つのミリ波／光複合伝送システムで接
続することができる。
【０２８３】
　また、上述したように、ミリ波による情報伝送が終了したときに、受信側の回路を、動
作状態から停止状態にし、ミリ波による情報伝送が開始されたときに、受信側の回路を、
停止状態から動作状態にする状態制御を、受信側において、ミリ波の検出回路を間欠的に
動作させて行う場合には、受信側の回路規模、及び、消費電力が大になる。
【０２８４】
　一方、ミリ波／光複合伝送システムを、状態制御に利用する場合、すなわち、例えば、
ミリ波によって情報伝送を行い、光によって、状態制御を行う場合には、ミリ波の検出回
路は、不要となり、消費電力を小にすることができる。
【０２８５】
　すなわち、ミリ波による情報伝送は、特に、数Gbpsないし数10Gbps程度の高レートの情
報伝送に有効であり、そのような高レートの情報伝送に有効なミリ波の検出回路について
は、規模、及び、消費電力が大になる。
【０２８６】
　一方、状態制御は、低レートの情報伝送によって行うことができ、したがって、状態制
御には、高レートの情報伝送は、必要ない。
【０２８７】
　光は、低レートの情報伝送にも、高レートの情報伝送にも有効であるが、特に、低レー
トの情報伝送については、ミリ波／光複合伝送システムである図２の伝送システムにおい
て、光の伝送を行う第１の伝送部２１及び２２として、簡単で、消費電力の低い回路構成
を採用することができる。
【０２８８】
　すなわち、図２において、例えば、第２の伝送部２１から第２の伝送部２２に送信され
る光によって、ミリ波を受信する受信処理部４２の状態制御を行う場合には、光を受信す
る第２の伝送部２２の受光部６４、及び、受信処理部６３は、それぞれ、例えば、フォト
ダイオード、及び、簡易な増幅回路で構成することができる。
【０２８９】
　そして、受信処理部６３の出力を、所定の閾値と比較する比較回路に与え、その比較回
路における、受信処理部６３の出力と、所定の閾値との比較結果に応じて、ミリ波を受信
する受信処理部４２の状態制御を行うことにより、フォトダイオード、増幅回路、及び、
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比較回路という、簡単な回路構成で、状態制御を行うことができる。
【０２９０】
　上述のフォトダイオード、増幅回路、及び、比較回路は、高レートの情報伝送に有効な
ミリ波を検出する検出回路に比較して、消費電力が小さく、したがって、低消費電力化を
図ることができる。
【０２９１】
　また、ミリ波／光複合伝送システムによれば、干渉や混信を生じることなく、例えば、
ミリ波による高レートの情報伝送と、光による低レートの情報伝送との両方を同時に行う
ことができ、ミリ波を伝送する伝送路と、光を伝送する伝送路とを、別個に設ける場合に
比較して、装置を小型に構成し、低消費電力化を図ることができる。
【０２９２】
　なお、ミリ波／光複合伝送システムにおいて、光による情報伝送には、例えば、S/PDIF
(Sony Philips Digital InterFace)や、赤外線を用いるリモートコマンダ等の、光による
低レートの情報伝送に採用されているのと同様の、安価で平易な回路構成を採用すること
ができる。
【０２９３】
　また、ミリ波／光複合伝送システムにおいて、光による情報伝送では、例えば、ミリ波
による情報伝送と同様に、近年のIT(Information Technology)で用いられることがあるGb
psオーダ等の高レートの情報伝送を行うことができる。
【０２９４】
　すなわち、ミリ波／光複合伝送システムにおいては、ミリ波だけでは、伝送レートが不
足する場合に、ミリ波と光との両方で、情報伝送を行うことができる。
【０２９５】
　したがって、ミリ波／光複合伝送システムによれば、ミリ波だけでは伝送レートが不足
するような高レートのデータの伝送が必要になった場合に、伝送路を増加することなく、
そのような高レートのデータの伝送に対処することができる。
【０２９６】
　なお、本明細書において、システムとは、複数の構成要素（装置、モジュール（部品）
等）の集合を意味し、すべての構成要素が同一筐体中にあるか否かは問わない。したがっ
て、別個の筐体に収納され、ネットワークを介して接続されている複数の装置、及び、１
つの筐体の中に複数のモジュールが収納されている１つの装置は、いずれも、システムで
ある。
【０２９７】
　また、本技術の実施の形態は、上述した実施の形態に限定されるものではなく、本技術
の要旨を逸脱しない範囲において種々の変更が可能である。
【０２９８】
　なお、本技術は、以下のような構成をとることができる。
【０２９９】
　［１］
　第１の信号と、前記第１の信号とは発生の仕方が異なる第２の信号とを、固体を構成要
素として有する１つの伝送路を介して伝送する
　伝送方法。
　［２］
　前記第１の信号は、ミリ波であり、
　前記第２の信号は、光である
　［１］に記載の伝送方法。
　［３］
　前記伝送路は、中空導波管、誘電体で囲まれたフィルム型光導波路、又は、光ファイバ
である
　［２］に記載の伝送方法。
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　［４］
　同一平面上に配置されている、平板形状の２つの基板どうしの間で、前記第１及び第２
の信号を、前記２つの基板に平行に配置された前記伝送路を介して伝送する
　［１］ないし［３］のいずれかに記載の伝送方法。
　［５］
　対向するように配置されている、平板形状の２つの基板どうしの間で、前記第１及び第
２の信号を、前記２つの基板に垂直に配置された前記伝送路を介して伝送する
　［１］ないし［３］のいずれかに記載の伝送方法。
　［６］
　第１の信号を、固体を構成要素として有する１つの伝送路を介して伝送する第１の伝送
部と、
　前記第１の信号とは発生の仕方が異なる第２の信号を、前記１つの伝送路を介して伝送
する第２の伝送部と、
　前記１つの伝送路と
　を備える伝送システム。
【符号の説明】
【０３００】
　１　複合伝送路，　１１，１２　第１の伝送部，　２１，２２　第２の伝送部，　３１
　送信処理部，　３２　受信処理部，　３３　アンテナ，　４１　送信処理部，　４２　
受信処理部，　４３　アンテナ，　送信処理部５１，　５２　発光部，　５３　受信処理
部，　５４　受光部，　送信処理部６１，　６２　発光部，　６３　受信処理部，　６４
　受光部，　７１，７２，８０　基板，　８１　ビアホール，　８２　誘電体導波路領域
，　８３　フィルム型光導波路，　８６　コアフィルム，　８７　クラッドフィルム，　
９１　コア，　９２　クラッド，　９３　１次シース，　９４　２次シース，　１００　
撮像素子，　１０１　画素群，　１０２　画素読み出し部，　１０３　画素駆動部，　１
０４　撮像素子制御部，　１１１　クロック発生部，　１２０　伝送システム，　１２１
　複合伝送路，　１２２，１２３　光伝送部，　１２４，１２５　ミリ波伝送部，　１３
０　マイクロコントローラ，　１３１　信号処理部，　１４１　操作部，　１４２　記録
媒体，　１４３　表示部，　１４４　出力I/F，　２１０　カメラ，　２１１　撮像部，
　２１２　信号処理部，　２２０　カメラ，　２２１　撮像部，　２２２　信号処理部，
　　２３０　伝送システム，　２３１　複合伝送路，　２３２，２３３　光伝送部，　２
３４，２３５　ミリ波伝送部，　２４０　伝送システム，　２４１　複合伝送路，　２４
２，２４３　光伝送部，　２４４，２４５　ミリ波伝送部，　２５０　マイクロコントロ
ーラ，　２５１　信号処理部，　２６１　操作部，　２６２　記録媒体，　２６３　表示
部，　２６４　出力I/F，　３０１，３０２　HDMI（登録商標）機器，　３１１，３１２
　HDMI（登録商標）コネクタ，　３２０　伝送システム，　３２１　複合伝送路，　３２
２，３２３　光伝送部，　３２４，３２５　ミリ波伝送部
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